
分野別推進戦略の策定方針について分野別推進戦略の策定方針について

構成項目

Ⅰ．状況認識
《含まれる主な事項》 (以下同)

○重要将来科学技術のインパクト評価(デルファイ調査等)
○国際的ベンチマーキング
○科学技術を巡る情勢分析 等

Ⅱ．重要な研究開発課題
○重要な研究開発課題の選定
○新興・融合領域への対応
○分野横断的な課題 等

Ⅲ．研究開発の目標
○成果目標の明確化
○研究開発目標の明確化
○政策目標達成に向けた道筋の明確化 等

Ⅳ．研究開発の推進方策 ～「活きた戦略」の実現
○産学官・府省間・機関間の連携強化
○関連施策との連携強化
○柔軟な戦略の展開方策 等

Ⅴ．戦略重点科学技術
○選定技術と理由 等

〔添付資料〕■重要な研究開発課題リスト・マップ

■研究開発が目指す成果目標の主な例

（８つの分野ごとに、Ⅰ～Ⅴ及び別添資料をまとめる。）

策定作業のポイント

27日■ 総合科学技術会議総合科学技術会議 本会議本会議（第51回）
答申「科学技術に関する基本政策について」

12月

22日■ 基本政策専門調査会基本政策専門調査会 （第17回）
(本日)

2月

3月末
までに

6日■ 閣議閣議
答申を受け､総理より基本計画策定の指示

1月

■ 基本政策専門調査会基本政策専門調査会（次回）

■ 総合科学技術会議総合科学技術会議 本会議本会議
分野別推進戦略決定､基本計画案審議

■ 閣議決定閣議決定「科学技術基本計画」

策定関連スケジュール 分野別推進戦略
プロジェクトチーム

検討開始

最終案
とりまとめ

一次案作成

分野別推進戦略・最終案について審議

分野別推進戦略・一次案について審議
（重要な研究開発課題の審議）

○ 科学技術の将来波及予測、グロｰバルな競争状況と国際比較(ベンチマｰキング)、政策的な目標へ

の貢献度、官民の役割分担など 総合的な観点から課題を抽出。

○ 重要な研究開発課題毎に、当該研究開発により社会・国民にどのような成果を還元しようとして

いるのかという 成果目標(アウトカム)を明確化。

○ 融合領域など分野横断的な課題への取組も明確化（有識者議員による横断的調整）。

○ 各課題の研究開発の目標を 責任体制 をはっきりさせた上で明記し（関係府省名を付記）、
進捗状況を評価・検証。

「重要な研究開発課題」の選定

本会合で本会合で
概要概要//事例事例
を紹介を紹介

・状況認識
・重要な
研究開発課題
・成果目標

・戦略重点科学技術
・推進方策

★ 各府省の連携強化策などの具体的な研究開発や成果還元の推進の課題、方策についても盛り込み、
策定後もフォローアップに努める。

第３期基本計画における戦略的重点化のイメージ

重要な研究開発課題

①社会的課題を早急に解決するために次期５年間に集中投資

②国際的な科学技術競争に勝ち抜くために次期５年間に集中投資

③国家的な基幹技術 (｢国家基幹技術｣)として次期５年間に集中投資戦略重点科学技術

ナノ･材料 情報通信ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ 環 境 エネルギｰ ものづくり 社会基盤 ﾌﾛﾝﾃｨｱ
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「重点推進４分野」

選択と集中

「推進４分野」

選択と集中 選択と集中 選択と集中 選択と集中 選択と集中選択と集中 選択と集中

各分野内においても「選択と集中」を徹底

引き続き重点化

理念･政策目標につながる｢重要な研究開発課題｣の目標設定（イメージ）
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飛躍知の
発見・発明

科学技術の
限界突破

環境と経済
の両立

生涯
はつらつ生活

安全が誇り
となる国

大政策目標大政策目標

イノベｰタｰイノベｰタｰ
日日 本本

中政策目標中政策目標

個別政策目標個別政策目標

地球温暖化･地球温暖化･
エネルギーエネルギー

問題の克服問題の克服

世界を先導する
省エネルギー国
であり続ける

ものづくりプロセスの省エネルギー化を推進し、ものづくりプロセスの省エネルギー化を推進し、
製鉄プロセスでは製鉄プロセスでは 20302030年までに高炉一基当たり年までに高炉一基当たり
１割の省エネルギーを図る。１割の省エネルギーを図る。

成果
目標

◎ 2010年までに､製鉄所の低中温・不連続廃熱
エネルギー有効利用技術の適用可能性を確認。

＜第３期期間中の目標＞

◎ 2020年までに､製鉄所等への実用化を念頭に
置いた熱移動技術を完成。

＜最終目標＞

〔重要な研究開発課題〕

（注）事例であり、未確定な部分を含む．

ものづくりプロセスの省エネルギー化【連携=エネルギー分野】

研究開発
目 標

－ものづくり技術分野

参考資料 １
第17回基本政策専門調査会

（18.2.22）配布資料１


